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　平成 30 年７月豪雨において、気象庁では、

防災気象情報の段階的な発表、市町村への

支援、さらには記者会見を通じて早い段階

から厳重な警戒の呼びかけを行いました。

しかしこれらの情報発表や警戒の呼びかけ

や、市町村からの避難勧告等による避難の

呼びかけが、必ずしも住民の避難行動につ

ながらず、甚大な水害や土砂災害が広域に

発生し、平成最大の人的被害を伴う豪雨災

害となりました。

　大雨が予想された場合に、気象台が持つ

危機感が住民や社会に確実に伝わり、避難

等の防災行動につながっていくためには、

関係機関との緊密な連携の下、防災気象情

報の伝え方についてさらなる改善方策を検

討する必要があります。

　このことから、学識者に加え、報道関係者、

自治体関係者、関係省庁による「防災気象

情報の伝え方に関する検討会」を開催しま

した。検討会は平成 30 年 11 月から合計４

回開催され、主に以下の４つの点について

課題が示されました。

　それぞれの課題について、平成 31 年３月

29 日に「防災気象情報の伝え方の改善策と

推進すべき取組」（報告書）がとりまとめら

れ、避難等の防災行動に役立てていくため

の防災気象情報の伝え方について、今後気

象庁が取り組むべき対応策が示されました。

　ここではその主なところを紹介いたしま

す（対応策の詳細は、報告書※を参照）。
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防災気象情報の伝え方の改善の方向性と
推進すべき取組

気象庁予報部予報課気象防災推進室

１　はじめに

気象庁(気象台)や河川・砂防部局等が伝
えたい危機感等が、住民等に十分に感じて
もらえていない

防災気象情報を活用しようとしても、使い
にくい

気象庁の発表情報の他にも防災情報が数
多くあり、それぞれの関連が分かりにくい

特別警報の情報の意味が住民等に十分理
解されていない

記者会見で警戒を呼びかけ

岡山県倉敷市真備町の浸水状況

※https://www.jma.go.jp/jma/kishou/shingikai/kentoukai/
H30tsutaekata/H30_tsutaekata_kentoukai.html

課題１

課題２

課題３

課題４



平成 29 年度にとりまとめられた「地域にお

ける気象防災業務のあり方検討会」でも提

言されたところですが、新たに「あなたの

町の予報官」を配置して市町村に対するき

めの細かい解説を行うほか、ＪＥＴＴ（気

象庁防災対応支援チーム）の体制強化や

「気象防災アドバイザー」等の気象防災の専

門家の育成や活用、防災対応を実践的に学

習できる訓練プログラム「気象防災ワーク

ショッププログラム」の更新や活用を一層

促進していくこととしています。

　また、住民自らが防災気象情報等をより

一層活用できるようにするための方策とし

ては、報道機関や気象キャスターとも連携

し、防災気象情報等の平時からの理解促進

の取組を一層推進すること、地域防災リー

ダー等への支援を強化し地域の住民が協力

して避難行動を起こす「自助・共助」を促

進する取組を一層強化すること、非常時に

おける記者会見及びホームページの充実や

①気象庁 (気象台 )のもつ危機感を効果的

　に伝えていくために

　防災気象情報は、市町村の避難勧告等の

発令を支援するための役割と、「状況情報」

として住民が避難行動をとる前の段階の「マ

インド作り」「危機意識醸成」という役割の

２つを担っています。

　市町村を支援するための方策としては、
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２　改善の方向性

「気象防災ワークショップ」の一層の推進

防災気象情報の役割
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ＳＮＳの活用等の広報のあり方について順

次改善すること、地元の気象台と河川事務

所等の関係機関が連携し、地域に密着した

情報発信を強化することなどを進めていく

こととしています。

「あなたの町の予報官」の新規配置

「危険度分布」と土砂災害警戒区域・浸水想定区域等の重ね合わせ

土砂災害の「危険度分布」の高解像度化
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想定区域や土砂災害警戒区域等の静的な情

報も重ね合わせるようにする取組、「危険度

分布」が示す危険度の高まりが確実に伝わ

るよう、予め登録した希望者向けに通知す

る取組、「危険度分布」等の精度検証や発表

基準の改善を適時に行い広く周知する取組

等を、関係機関と連携して促進していくこ

ととしています。

②防災気象情報をより一層活用しやすく

  するために

　防災気象情報を活用しようとしても、情

報の解像度が粗くわかりづらい、大雨時に

はプッシュ型で情報を配信してほしい等の

課題も指摘されました。このため、土砂災

害の「危険度分布」を現行の５km メッシュ

から１km メッシュに高解像度化する取組

や、リアルタイムの「危険度分布」に浸水

■防災気象情報の伝え方の改善の方向性と推進すべき取組■

「危険度分布」の希望者向け通知サービス

「危険度分布」の精度検証結果の公表例
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③各種の防災情報を効果的に分かりやすく

  シンプルに伝えていくために

　気象庁ではこれまでも防災気象情報の改

善を行ってきたところですが、一方で、情

報が多岐にわたり、危険度の上下関係がわ

かりづらい等の課題が指摘されました。中

央防災会議「平成 30 年７月豪雨による水害・

土砂災害からの避難に関するワーキンググ

ループ」の報告書で「警戒レベル」の導入

の方針が示されたことから、土砂災害警戒

情報や指定河川洪水予報に警戒レベルを明

記する等により、各防災気象情報と警戒レ

ベルの関係を分かりやすく整理して発表す

ることとしています。

　これにより、住民は「自らの命は自ら守

る」との同報告書で示された方向性に基づ

き、住民が自ら行動をとる際の判断に用い

る情報としてより活用しやすくなることが

期待されます。

④大雨特別警報について

　大雨特別警報は運用を開始して６年が経

過し、その認知度は一定程度高まってきま

した。しかし、その意味するところやとる

べき対応については、十分に浸透している

とは言い難い状況であることが指摘されま

した。このため、大雨特別警報が有効に利

用されるよう、位置づけや役割を改めて整

理するとともに、緊急時には状況に応じて

早めに記者会見等で大雨特別警報発表の可

能性について言及します。加えて、その際

には、特別警報を待つことなくすでに発令

されている避難勧告（警戒レベル４）等を

「警戒レベル」の導入を踏まえた段階的に発表される防災気象情報の活用例
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進めていくこととしています。

　このような取組を通じて、関係機関と連

携の上、気象庁は地域における防災対策の

強化に努めてまいります。

活用するよう併せて呼びかける取組も進め

ていくこととしています。さらに、大雨特

別警報の精度向上に向けて、危険度分布の

技術を活用した発表基準や指標の見直しも

■防災気象情報の伝え方の改善の方向性と推進すべき取組■

「警戒レベル５相当」や「濃い紫」を待ってはならない

●位置づけ

　大雨特別警報は、避難勧告や避難指示（緊急）に相当する気象状況の次元をはるかに超えるような現象を

ターゲットに発表するもの。発表時には何らかの災害がすでに発生している蓋然性が極めて高い。

●役割

（１）浸水想定区域や土砂災害警戒区域など、災害の危険性が認められている場所からまだ避難できていな

     い住民には直ちに命を守る行動をとっていただくことを徹底。

（２）災害が起きないと思われているような場所においても災害の危険度が高まることについて呼びかけ。

（３）速やかに対策を講じないと極めて甚大な被害が生じかねないとの危機感を防災関係者や住民等と

     共有することで、被害拡大の防止や広域の防災支援活動の強化につなげる。

■大雨特別警報の位置づけと役割■




